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別添２

（区分１）消防法施行令別表第１（６）項ロに掲げる施設（主として自力避難

が困難な者が入居又は宿泊する施設）

（現在の対象となる施設）

①老人短期入所施設、②養護老人ホーム、③特別養護老人ホーム、⑤有

料老人ホーム（主として要介護状態にある者を入居させるものに限る。）、

⑥介護老人保健施設、⑦老人短期入所事業を行う施設、⑧認知症対応型

共同生活援助を行う施設

（平成２７年度以降に対象となることが予定されている施設）

⑨軽費老人ホーム（避難が困難な要介護者を主として入居させるものに

限る。）、⑩小規模多機能型居宅介護事業を行う施設（避難が困難な要介

護者を主として入居させるものに限る。）、⑪その他これらに類するもの

として総務省令で定めるもの（「複合型サービス」などを想定）

（区分２）介護保険法上の指定基準において「消火設備その他の非常災害に際

して必要な設備」等の防火関係規定を定めているサービス

①（介護予防）通所介護、②（介護予防）通所リハビリテーション、

③（介護予防）短期入所生活介護、④（介護予防）短期入所療養介護、

⑤（介護予防）特定施設入居者生活介護、⑥（介護予防）認知症対応型

通所介護、⑦（介護予防）小規模多機能型居宅介護、⑧（介護予防）認

知症対応型共同生活介護、⑨地域密着型特定施設入居者生活介護、⑩地

域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護、⑪複合型サービス、⑫介護

福祉施設サービス、⑬介護保健施設サービス
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平成２１年１０月２７日  

 

 総務省消防庁 

 予 防 課 長 様 

 

全  国  消  防  長  会  

事務総長  熊谷 道夫  

   

 

「小規模社会福祉施設における避難誘導体制の確保」について（情報提供） 

 

 総務省消防庁から「群馬県渋川市老人ホーム火災を踏まえた防火安全対策」について、再発

防止の基本的な考え方が示され、その中で、小規模社会福祉施設で火災が発生した場合におい

て、入所者が安全に避難できるような避難誘導体制の確保の徹底を図る対応として、消防機関

における適切な指導、教育を行う必要性があるとされました。 

このことから、全国消防長会予防委員会及び同小委員会において、避難誘導体制の確保の徹

底を図る対応について審議、検討した結果、「小規模社会福祉施設における避難訓練等指導マ

ニュアル」が取りまとめられました。 

つきましては、小規模な社会福祉施設管理者等に対し、避難誘導体制の確保について統一的

な指導を行うため、「小規模社会福祉施設における避難訓練等指導マニュアル」を基準例として

防火安全対策を推進していただくよう、全国の消防長あて別添えのとおり通知しましたので、

お知らせいたします。 

 

別添え 

「平成２１年１０月２７日付全消発第３３８号 全国消防長会会長通知」 
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全 消 発 第 ３ ３ ８ 号  

平成２１年１０月２７日  

 

 各 会 員 殿 

 

全 国 消 防 長 会   

会 長 新井 雄治   

（ 公 印 省 略 ）   

 

「小規模社会福祉施設における避難誘導体制の確保」について 

 

 総務省消防庁から「群馬県渋川市老人ホーム火災を踏まえた防火安全対策」について、再発

防止の基本的な考え方が示されました。その中で、小規模社会福祉施設で火災が発生した場合

において、入所者が安全に避難できるような避難誘導体制の確保の徹底を図る対応として、消

防機関における適切な指導、教育を行う必要性があるとされました。 

このことから、全国消防長会予防委員会及び同小委員会において審議、検討した結果、別添

えのとおり「小規模社会福祉施設における避難訓練等指導マニュアル」が取りまとめられまし

た。 

つきましては、各消防本部におかれましても、小規模な社会福祉施設管理者等に対し、避難

誘導体制の確保について統一的な指導を行うため、「小規模社会福祉施設における避難訓練等指

導マニュアル」を基準例として、防火安全対策を推進していただきますよう特段の御配意をお

願いいたします。 

 

 

別添え 

「小規模社会福祉施設における避難訓練等指導マニュアル」      
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○ 利用者、地域住民、市町村職員等で構成される「運営推進会議※」（２ヶ月に１ 
  回開催）を活用して、地域住民も参加した訓練を実施。 

  ※ 運営推進会議～地域に開かれたサービスの質の向上のため「指定地域密着型サービスの事業の人員、設 

    備及び運営に関する基準」（平成１８年３月１４日厚生労働省令第３４号）により義務づけ 
 

○ 訓練終了後、地域住民も参加した反省会等により改善見直しを行うPDCAサイ 
  クルを導入し、防火管理の充実、向上を図るための取組みを行っている。 

効果的な訓練を実施している施設の取組事例 

１ 運営推進会議を活用した取組例 

＜効果＞ 
・ 訓練を通じて様々な課題が明確になり、職員全員で訓練の実施方法の見直しや、その後の 
 意見交換を行う必要性を感じることができる。 
・ 訓練により明確になった課題については、職員だけでなく、地域住民や関係者と共有する 
 ことが重要であることが確認できる。 
・ 利用者の暮らしぶりや、グループホームという生活の場が、地域住民や関係者に理解され 
 ることにより、実効力のある工夫や知恵が生まれ、明らかになった課題に対して実践的な取 
 組みにつなげることができる。 

２ 実践的な訓練を継続して実施することにより内容を充実させている取組例 

○ 平成１７年の開所時から消防機関立ち会いのもと、年２回の実践的な訓練を 
 実施し、訓練内容の充実を図っている。 
  

○ 訓練実施時の反省点・次回への課題等を継続して検討結果報告書にまとめ、    
 定期的に実施結果の検討を行っている。 

＜訓練内容＞  
・ 火災が発生した場合に、人命危険が高い状況（夜間等）を想定した訓練を実施。 
・ 出火場所・避難経路等を不明とし、対応する職員間において事前の打ち合わせをせずに実施。 
 

＜効果＞ 
・ 実践的な訓練を継続して実施することにより、訓練における課題及びその対策が明確とな 
 り、施設の実情に即した、より実効力のある訓練を実施していくことができる。 
・ 夜間を想定した実践的な訓練を継続的に実施することにより、訓練のマンネリ化を防止し、 
 職員の緊張感を維持することができる。 

３ 他のグループホームの訓練に参加している取組例 

○ 客観的な視点から訓練における問題点等を確認するため、他のグループ 
  ホームの訓練の見学を行っている。 

＜効果＞ 
・ 他のグループホームの新入職員等の訓練を見学することは、自己と置き換えて学ぶことが 
 でき、非常に有効である。 
 

別添４ 



 

 

事 務 連 絡 
平成２５年９月１３日 

 

 

各都道府県 認知症対応型共同生活介護担当課 御中 

 

 

厚生労働省老健局高齢者支援課 
認知症・虐待防止対策推進室 

 

 

「認知症グループホーム等火災対策検討部会報告書」を踏まえた対処方針につ

いて 

 

 

 今般、総務省消防庁が開催する「認知症高齢者グループホーム等火災対策検

討部会」の報告書がとりまとめられ、標記通知を発出したところです。 

 標記通知のうち「１スプリンクラー設備の設置義務について」の留意事項に

ついては、下記のとおりとなるので、管内市町村に対して広く周知されるよう、

よろしくお願いします。 

 

記 

 

厚生労働省としては、スプリンクラー設備の設置の促進を図るため、介護基

盤緊急整備等臨時特例基金などの各種制度を設けていますが、同報告書の趣旨

を踏まえ、地方公共団体においても、必要に応じ、地域の実情に応じた取り組

みを検討していただきたいと考えています。 

各都道府県及び各市町村の担当部局の方におかれましては、各地方公共団体

の財政部局に対し、総務省と協議済みとなっている同通知の写しを渡していた

だくとともに、同報告書の趣旨（「平成２５年度の地方財政計画に計上された「地

域の元気づくり事業費」や平成２４年度補正予算で創設された「地域の元気臨

時交付金」の活用」）を説明いただき、必要な支援を提案していただきたいと考

えています。 


